
事業概要及び事業評価

【事後評価】

－中央環状品川線－
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１．事業の位置づけ
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1．事業の位置づけ

■事業の位置付け

青葉IC

中央環状品川線

●
池袋

●新宿

●渋谷
大橋JCT

大井JCT
臨海部

千葉方面

羽田空港

葛西臨海部

①都心環状線や一般道路等、周辺の交通状況・沿道環境の改善

②交通利便性の向上（新宿・渋谷・池袋等の副都心と羽田空港、葛西臨海部 等）

③内陸部と臨海部のアクセス向上による各拠点の活性化、物流の効率化

④首都高ネットワークのリダンダンシー確保

中央自動車道
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２．事業の概要
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２．事業の概要

■事業の概要

中央環状品川線は、首都圏3環状道路の最も内側を構成する「中央環状線」の南側区間を担

う路線であり、中央環状品川線の開通により、中央環状線が全線完成

東北道 常磐道

関越道

中央道

東名高速

第三京浜

湾岸線

アクアライン
館山道

京葉道路

東関東道

中央環状線

外環道

圏央道

中央自動車道

渋谷入口（下）開通（ 下 から 内・外回りへの利用が可能）
2019年（令和1年）12月

大井JCT（ 東行き から 外回り）の区画線改良（2車線化）
2019年（令和1年）9月
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２．事業の概要

■中央環状品川線の概要

計画の緒元
起 点：東京都品川区八潮三丁目
終 点：東京都目黒区青葉台四丁目
延 長：約９.４km
事 業 費：約３,019億円
※ 東京都との共同事業

設計の緒元
車 線 数 ：往復４車線
道 路 の 区 分：第２種第２級
設 計 速 度 ：60km/時
構 造 ：トンネル構造 約8.4km

高 架 構 造 約0.6km
擁 壁 構 造 約0.4km

L = 9.4km

事業の経緯

2004年（平成16年）11月

都市計画決定

2006年（平成18年）6月

都市計画事業認可（全線）

2013年（平成25年）7月

都市計画事業認可（変更）
※事業年度変更（2014年度⇒2015年度）

2015年（平成27年）3月

中央環状品川線 開通
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■中央環状品川線の概要
位置図

L = 9.4km

縦断図

２．事業の概要

五反田入口 大井ジャンクション
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首都圏4千万人の生活や産業活動を支える東京港

8

■周辺の状況

品川線の接続先となる3号渋谷線の先には東京の渋谷・新宿・池袋などの主要都市が存在

もう一方の接続先となる臨海部には、日本最大級のコンテナふ頭を有する東京港や東京の空
の玄関口となる羽田空港などが存在

また、品川線開通により、アクセスが向上する商業施設やイベント施設等が多数立地

２．事業の概要

出典：東京港港勢（概報）港湾統計 東京都港湾局

出典：国土交通省 年度別空港管理状況調書

東京の空の玄関口となる羽田空港

■主要港貿易額比較（2018年） ■ 東京港の総取扱貨物量の推移

■羽田空港の乗降客数の推移

【国内線】 【国際線】

2018年度に約8,600万人が利用
・国内線：6,753万人
・国際線：1,816万人

国内

国外

千葉方面

凡例
：東京港の埠頭

葛西臨海公園

有明
コロシアム

東京
ビックサイト

お台場海浜公園

中央卸売市場
太田市場

マクセルアクア
パーク品川

品川区役所

品川水族館

目黒区役所

明治神宮

東京都庁

ゲートシティ大崎

出典：東京港便覧2019参照



■まちづくりとの一体的な整備（大橋JCT）
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２．事業の概要

◆周辺環境に配慮した様々な工夫

◆周辺まちづくりと一体的な整備

・光により壁面に縞模様が浮かび上がり、

表情に変化が出るように配慮したり、擬

似窓を設け圧迫感を低減

・屋上は公園として整備し、エコな緑地空

間を創ることで地域のまちづくりに貢献

・大橋地区の「まち・みち・再開発一体化

プロジェクト」として地域の方々との

協働で整備

・周辺地区の将来の動向･長期的な視点を

踏まえ、大橋ジャンクションの建設を契

機としたまちづくりを実現

■周辺環境に配慮した壁面

■大橋ジャンクション・目黒天空庭園・オーパス夢ひろばの受賞内容

○屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール（平成26年度）／国土交通大臣賞（屋上緑化部門）
○土木学会賞（平成25年度）／土木学会環境賞
○照明学会照明普及賞（平成25年）／照明普及賞
○2013グッドデザイン賞／未来づくりデザイン賞（特別賞）
○都市公園コンクール（平成25年度）／国土交通大臣賞（企画・独創部門）
○全建賞（平成25年度）／全建賞（都市部門）
○JHEP認証（平成28年度）／最高ランク「AAA」
○江戸のみどり登録緑地（令和元年度）／優良緑地
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2019年度（令和元年度）事後評価

2011年度（平成23年度）再評価

完成予定：2014年度
事業費：3,729億円

⇒ 対応方針「事業継続」

事業費：３,019億円

■中央環状品川線の事業評価の経緯

2006年度（平成18年度）新規事業採択時評価

完成予定：2014年
事業費：4,000億円

2015年（平成２７年）3月7日
本線開通

２．事業の概要



当初 変更

標準厚さ 500mm

標準幅 1200mm

耐火仕様 セグメント組立後、耐火吹付け、

耐火パネルを施工設置

標準厚さ 400mm

標準幅 2000mm

耐火仕様 セグメント製作時にポリプロピレン

混入
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■コスト削減の取り組み

２．事業の概要

「トンネルセグメント構造の見直し」などの取り組みにより、コストを削減

500

1200

主なコスト削減項目

・トンネルセグメント構造の見直しによる耐火パネルの省力化など

・技術基準改定に伴う必要換気量の低減による換気所の規模縮小
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３．事業の投資効果
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３．事業の投資効果

■費用対効果分析（再評価時の条件との比較）

再評価時
(2011年度)

事後評価
(2019年度)

変化および要因等

事業費 3,729億円 3,019億円  事業費の見直し（－710億円）

工事完了 2013年度 2014年度  事業期間の見直し（１年延伸）

費用便益分析マニュアル
（国土交通省）

平成20年11月版 平成30年2月版

基準年次 2011年度 2019年度

分析期間 供用後50年 供用後50年

OD表
平成17年度

センサス
平成22年度

センサス

推計時点 2030年 2030年

料金
距離別料金

500-900円
対距離料金

300-1320円
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３．事業の投資効果

■費用対効果分析結果

●便益

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
合計

基準年における

現在価値（B）
14,928億円 2,898億円 930億円 18,757億円

●費用

事業費 維持管理費 合計

基準年における

現在価値（Ｃ）
3,953億円 735億円 4,687億円

●算定結果

費用便益比（B/C）＝ ４.０

※・費用及び便益は整数止めとする。
・費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

基準年：2019年度
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況
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■利用状況の推移
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 中環品川線の開通以降、利用台数は着実に増加

■中環品川線の利用台数の推移

品川線
開通

2015年10月
（開通1年後）

2019年10月
（開通5年後）

2017年10月
（開通3年後）

＜使用データ＞車両感知器データ（平日24時間平均、各年10月）



17

 首都高全体の交通量は増加、一方、中央環状線内側の交通量は減少

 また、都心環状線及び放射路線の渋滞損失時間が減少

■円滑なモビリティの確保（都心部の渋滞緩和）

■中央環状線内側の渋滞損失時間の変化

：放射路線（中環内側）の渋滞損失時間

：都心環状線の渋滞損失時間

：首都高全線の交通量

：中央環状線内側の交通量

４．整備効果(ストック効果)の発現状況

＜使用データ＞ 車両感知器データ（平日24時間平均、各年度（4月～翌3月））
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約7％増

3.74

中央環状線内側

都心環状線

放射路線（中環内側）
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 中央環状線内側の渋滞が緩和されたことにより、主に渋滞に起因して発生する追突事故件数

が約４０％減少

■円滑なモビリティの確保（都心部の走行安全性向上）

■中央環状線内側の追突事故件数

４．整備効果(ストック効果)の発現状況

＜使用データ＞ 平均渋滞損失時間：車両感知器データ（平日24時間平均、各年度（4月～翌3月））
追突事故件数：首都高調べ（平日、各年度（4月～翌3月））
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 都心通過交通の内、品川線が接続する3号・東名エリア及び横浜方面エリアのいずれかに起

終点がある交通では中環経由が約２１％増加。さらに、全エリアでも１１％増加

■円滑なモビリティの確保（都心通過交通の減少）

19

中環経由

都環経由

４号・中央道エリア

埼玉方面エリア

千葉方面エリア

６号・常磐道エリア埼玉１号・東北道エリア

都心通過交通（中央環状線の外側に起終点がある交通）の
経路イメージ

品川線 60%
71%

40%
29%

0%

50%

100%
中環利用 都環利用

3号・東名エリア/横浜エリアの
いずれかに起終点

中央環状線の外側に起終点

45%
66%

55%
34%

0%

50%

100%

2014年 2019年

中環利用 都環利用

経
路
割
合
（
％
） 21%増

2014年10月
（開通前）

2019年10月
（開通後）

都心通過交通における
経路分担率（中環経由、都環経由）の変化

11%増

経
路
割
合
（
％
）

2014年10月
（開通前）

2019年10月
（開通後）

横浜方面エリア

３号・東名エリア

＜使用データ＞ ETCデータ（平日昼間12時間平均、各年10月）



４．整備効果(ストック効果)の発現状況

■円滑なモビリティの確保（所要時間の短縮、定時性の向上）

 品川線により羽田空港への平均所要時間が31分から19分に短縮し、さらにばらつきが17

分から8分となり定時性も向上

大橋JCT

凡例
：中央環状線利用
：都心環状線利用

西新宿JCT 2014年（開通前）
平均所要時間

31分

2019年（開通後）
平均所要時間

19分

ばらつき

1７分

ばらつき

8分

羽田空港 首都高速道路㈱ヒアリング（2019年9月）

＜高速バス事業者の実感＞

東京空港交通株式会社

大井JCT
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＜使用データ＞ 平均所要時間：車両感知器データ（平日昼間12時間、開通前：2014年10月[都環経由］、開通後：2019年10月[中環経由] ）の５分毎の所要時間の頻度分布の５０％タイル値
ばらつき：車両感知器データ（平日昼間12時間、開通前：2014年10月[都環経由］、開通後：2019年10月[中環経由] ）の５分間所要時間の頻度分布の90%タイル値 – 10%タイル値

■新宿（西新宿JCT）⇒羽田空港の定時性

中央環状品川線の開通前に比べて、2019年現在
では、新宿から羽田空港までの所要時間が15分
程度短縮しました。

中央環状品川線の開通後に、新宿エリアから羽
田空港までの運行本数を増便しましたが、現在
でも継続して運行できています。
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■円滑なモビリティの確保（一般道の走行性の向上）
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 品川線の開通以降、並行する環七･環六の断面交通量が約16％減少する一方で、品川線の断

面交通量は約23％増加

中央環状品川線

環七

環六

■環状路線の断面交通量の変化

＜使用データ＞ 環七、環六：2014・2015年：警視庁トラカン（平日24時間平均、各年10月）
2017年：断面交通量情報（平日24時間平均、各年10月）
2019年：断面交通量情報（平日24時間平均、各年10月）を補正して算出
※公益財団法人日本道路交通情報センターが提供するデータを加工して作成

品川線：車両感知器データ（平日24時間平均、各年10月）

7.7 
8.5

6.0

7.4

9.2

8.0

7.0断
面
交
通
量
（
万
台/

日
）

2014年10月
（開通前）

2015年10月
（開通1年後）

2017年10月
（開通3年後）

2019年10月
（開通5年後）

品川線
開通

環七 環六 品川線

約23％
増加

約16％
減少



■物流効率化の支援（物流拠点からのアクセス性向上）

４．整備効果(ストック効果)の発現状況
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 1968年に東京都大田区平和島に供用が開始
 国内最大のトラックターミナル施設

＜物流企業の実感＞
JMT京浜トラックターミナル

 品川線も含め中央環状線は国土交通大臣により2019年4月に重要物流道路に指定される

 物流拠点からのアクセス性が向上することにより物流拠点の活性化や物流の効率化に貢献

 例えば江東区・品川区・大田区⇒東名高速方面では、昼間の平均所要時間が14分短縮

■各方面への輸送経路と所要時間

首都高速道路㈱ヒアリング
（2019年9月、10月）

 品川線の開通によって、埼玉方面への運送時間
が短縮しました。そのほかにも中央道方面や、
東名高速方面への運送も便利になりました。

 複数の運送会社にご利用いただいていますが、
港からあげられた荷物はこの拠点で荷下ろしを
行い、各地へ配送を行っている運送会社もい
らっしゃいます。

JMT京浜トラックターミナル（施設利用者）

JMT京浜トラックターミナル（施設運営者）

＜使用データ＞ 平均所要時間：車両感知器データ（平日昼間12時間、開通前：2014年10月[都環経由］、開通後：2019年10月[中環経由] ）の５分毎の所要時間の頻度分布の５０％タイル値
貨物輸送量：第30回首都高起終点調査（平日、2018年10月～11月調査）

JMT京浜トラック
ターミナル

大田区

美女木JCT

中央道

埼玉方面

大橋JCT

大井JCT

江東区

熊野町JCT

大井JCT⇒熊野町JCT

平均所要時間が
17分短縮

大井JCT⇒大橋JCT

平均所要時間が
14分短縮

東名高速方面

品川区

東北道方面関越道方面

川崎区



■物流効率化の支援（企業の立地支援）
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 品川線利用の貨物輸送発着量が多い湾岸エリアを中心に企業立地は増加傾向

＜湾岸エリアに立地した企業の実感＞
株式会社サンゲツ

 インテリアの専門商社
 全国11拠点の物流センターを構え、1日約60,000点の出

荷点数にも随時対応できる物流体制を構築

 品川と勝島の既存拠点

の集約を目的として計

画され、2018年1月

に開設し、主に東京

都、神奈川県への配送

拠点の役割を担う。

株式会社サンゲツ

首都高速道路㈱ヒアリング（2019年9月）

品川線利用の貨物輸送発着量が
5,000トン以上/日のエリア

：2016年

：2017年

：2018年

物流施設立地位置

 以前は品川と勝島に拠点が分かれていました。
そのため、勝島から品川まで配送を行い、出
荷物を取りまとめる工程がありました。中央
環状品川線の開通も踏まえ、平和島エリアに
機能を集約することにしました。

 平和島センター建設前の期待通り、中央環状
線の開通は、所要時間短縮効果や配送の安定
化にも寄与してると実感しています。

6
9

24

0

10

20

30

2016 2017 2018

※図中のハッチング内を累積

湾岸エリアの企業の立地件数の累積

件

年 年 年

＜使用データ＞ 物流施設位置： 日本立地総覧（2017年版～2019年版）

貨物輸送量：第30回首都高起終点調査（平日、2018年10月～11月調査）

株式会社
サンゲツ



■個性ある地域の形成（観光エリアへのアクセス性向上）
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 品川線の開通により、バスツアーの多い新宿エリアから各方面へのアクセス性が向上

 所要時間の短縮により、新宿駅から南房総方面に観光ツアーを企画している事業者は、

観光エリアでの時間の有効活用が可能になるなど、観光の活性化に貢献

■新宿駅を起点とした1時間移動エリア

＜観光事業者の実感＞

首都高速道路㈱ヒアリング（2019年10月）

クラブツーリズム（株）

マザー牧場の来場割合の変化

中央環状線開通直後に期待していた通り、
南房総方面への所要時間の短縮によって、
観光エリアでの滞在時間は増加しました。

毎年ツアー内容を組み直すのですが、ア
クセス性が向上することで、観光地数を
追加しやすくなりました。

12.4% 15.3%

0%

5%

10%

15%

20%

2013年 2015年

多摩・埼玉以北ナンバーの来場割合

＜使用データ＞
マザー牧場調べ（各年4月～9月）

※来場された方のナンバープレートを基に、全来場者数に占める多摩、埼玉、
群馬、山梨、北陸・信越の構成割合を図化

養老渓谷

新宿駅

大橋JCT
浜崎橋JCT

有明JCT

大井JCT

東海JCT

川崎浮島JCT

濃溝の滝

マザー牧場

養老渓谷

首都圏中央連絡自動車道

＜使用データ＞ ETC2.0データ（平日昼間12時間平均、2019年10月）

※起点となる点から1時間以内で到達可能なメッシュ（500m）を着色

新宿駅を起点とした1時間移動エリア

:品川線利用なし ：品川線利用あり

マザー牧場

東京ドイツ村

濃溝の滝

＜写真＞ 千葉県君津市

＜写真＞ （株）マザー牧場

＜写真＞ 明和興産株式会社

＜写真＞養老渓谷温泉旅館組合

東京ドイツ村



■安全で安心できるくらしの確保（血液輸送時のアクセス性向上）

４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 品川線の開通により、血液輸送時に輸送経路が複数確保できることで、安定した輸送に貢献

＜医療関係者の実感＞

 品川線が整備されていなければ、一般道や都心環状線を利用
する必要がありました。

 災害時に都心環状線が利用できなくなった場合にも、中央環
状線が利用できることで、安定した供給が可能です。

首都高速道路㈱ヒアリング（2019年12月）

日本赤十字社 関東甲信越ブロック血液センター

東京都赤十字血液センター
（新宿区）

日本赤十字社
関東甲信越ブロック血液センター

（江東区）

【血液輸送の流れ】

25

毎日約6,000パック※の血液製剤を
都内の各医療機関に輸送
※1人400㎖換算で3,000人分相当の

血液から製造

大橋JCT

大井JCT



■災害への備え（災害時等のリダンダンシー確保）
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４．整備効果(ストック効果)の発現状況

 中環西側周辺・4号線沿線・3号線沿線と緊急物資等の中継点や応援部隊や医療の拠点となる

基幹的広域防災拠点とのルートが増加するため、大規模災害時の活動への貢献が期待される

 また、２０１８年の台風２１号による都環経由ルートの通行止めの際には、中央環状線の利

用が増加するなどリダンダンシー機能が発揮される

東京湾臨海部
基幹的広域防災拠点
（有明の丘地区）

東京湾臨海部
基幹的広域防災拠点
（東扇島地区）

＜大規模災害時＞

中
央
環
状
線

：中央環状線利用
：都心環状線利用

＜事故・災害等による通行止め時※＞
※2018年9月4日の台風21号による通行止め

交
通
量
（
台
）

交通量：ETCデータ（18時台～翌3時台、災害時2018年9月4日、通常時2018年9月平日平均（4,5日除く））

有明JCT

大橋JCT
11号線通行止め
18時～翌4時

東
名
方
面

東名高速道路

702
1580

1,128 
305 

0

1,000

2,000

通常時 災害時

中環経由 都心経由

通常時と災害時の交通量（18時～翌4時）

○緊急物資等を輸送する中継拠点として、
物流をコントロール

○応援部隊の活動拠点としても活用

○緊急災害現地対策本部を設置
○応援部隊の活動拠点や広域医療

搬送の拠点等としても活用

４号線

３号線
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５．評価結果および対応方針（案）
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５．評価結果および対応方針（案）

■評価結果および対応方針（案）

●評価結果

１．中央環状品川線の事業効果の主な発現状況
（１）都心環状線や一般道路等、周辺の交通状況・沿道環境の改善

：都心部の通過交通が減少し、中央環状線内側の渋滞が緩和

：並行する一般街路（環七、環六）の交通量の減少

（２）交通利便性の向上
：品川線を利用することによる所要時間の短縮、定時性の向上

（３）内陸部と臨海部のアクセス向上による各拠点の活性化、物流の効率化
：品川線利用の貨物発着量が多い湾岸エリアを中心に企業立地が増加

：湾岸エリアの物流拠点からのアクセスが向上するなど物流の効率化に貢献

（４）首都高ネットワークのリダンダンシー確保
：広域防災拠点とのルートが増加

：事故・災害等における通行止めのリダンダンシー機能の発現

２．中央環状品川線の費用便益比は４．０

●対応方針（案）

本事業については、都心部の通過交通の減少及び渋滞の緩和、所要時間の短縮、物流
の効率化などの整備効果が発現しており、 今後の事業評価及び改善措置の必要性は
ないものと考える


